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研究成果の概要（和文）：米軍占領下の沖縄(1945－72年)で、琉球政府など住民側の民政機構は、沖縄社会と米
軍の間で重要な役割を果たしたが、従来は研究が乏しかった。そこで琉球政府が果たした政治的・社会的役割の
独自性やその主体性について、次の観点から解明を試みた。第一に、具体的な行政領域や担当部署(復興処理、
教育・労働行政、女性団体との関係、通訳)を複数選択し、関係する公私の文書や口述記録を含めた基礎的な史
料の収集を進めた。第二に、沖縄社会との接点や米軍との折衝における実態を明らかにするため、収集史料の分
析を進めた。これにより、琉球政府が戦後沖縄の政治社会に果たした意義と役割に新たな照明を当てた。

研究成果の概要（英文）：The project aimed to clarify the subjectivities of Okinawa Local 
administration, and the uniqueness of their role during the U.S. occupation period (1945-72). Local 
administration played significant roles mediating between the American occupiers and the Okinawan 
society. Despite the importance of these institutions, little academic research has been done on the
 role of local administration. To fill this gap, this project collected primary resources including 
private documents and oral records related to administrative sections such as postwar 
reconstruction, education and labor, women’s activities, translation and the reversion-to-Japan 
movement. Then we analyzed them in order to draw a detailed picture of the “contact zone” and the 
negotiation process between the ruler and the local society. With a multi-focused approach, the 
project succeeded in shedding new light on the significant role taken by the two administrations and
 demonstrating their importance in Okinawan society.

研究分野： 沖縄現代史

キーワード： 沖縄史　戦後史　琉球政府　米軍占領　政治社会史　史料学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
米軍占領下で住民側の民政機構（琉球政府等）が果たした役割、とりわけ米軍と沖縄社会との接点に位置した独
自の経験がもたらした主体性の特質について、日沖米のアーカイブズ史料と沖縄の当事者のオーラルヒストリー
史料とを組み合わせて検証した。その成果は、沖縄の戦後政治史における住民側民政機構に関する史的解明の重
要性を喚起するとともに、現在に続く沖縄の政治的境位を規定する条件について示唆を与えるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究課題を申請した際の背景や動機は以下の通りである。 
 
（1） 研究代表者の従来の研究課題との関連 
本研究課題の研究代表者はこれまで、沖縄現代史を歴史研究にふさわしい実証的水準に高め

るため種々の研究に従事してきた。とりわけ沖縄現代史の中軸をなす「祖国復帰運動」について、
これを牽引した沖縄教職員会の実態解明を通じて新たな歴史叙述を試みてきた。その研究の過
程で、沖縄現代史については、復帰運動史を中心とする社会運動史研究と、日米外交史を中心と
する国際関係史研究とが、並立し没交渉であることの弊害を痛感するようになった。そこで両者
の乖離を諸学問間の協働によって是正するための試行的研究として、戦後沖縄の住民側民政機
構であった琉球政府の実態について多角的に分析する研究計画を構想した。なお、戦後沖縄の住
民側民政機構は、「琉球政府」（1952～72 年）という統一機構以前に、各群島規模でも存在して
おり、本研究課題では、そのような機構も一括して対象とした。 
琉球政府等の住民側民政機構は、占領者である米軍とその対住民統治機構である米国民政府

のもとにあって、「琉球住民」自身が担う民政機構として運営され、住民の諸要求や運動に直接
対峙した。そのため琉球政府は、一方で米軍や日本政府との間で直接的に国際関係の主体となり、
他方で住民に対する統治だけでなく、住民の政治参加を通じて種々の社会運動や住民生活とも
つながっていた。したがって琉球政府こそ、上記のような研究上の乖離を具体的に媒介する政治
機構であり、その検討は戦後沖縄政治史を深めるために欠かせないと考えられる。 
 
（2） 本研究課題の研究史的背景 
しかしながら、従来の沖縄現代史研究では、琉球政府そのものに焦点を絞った研究はたいへん

少ない。その背景として、次のように方法・史料の両側面から問題を指摘できる。 
第一に方法的側面では、琉球政府を米軍・米国民政府の単なる下請け機関とみなし、独自の政

治的主体として認知していない傾向が依然強い。また琉球政府を、日本の一地方政府の一時的な
“変態”と見る一国史的観点は、琉球政府が日／米、軍／民の複数の行政文化・政治文化の混淆
により、四半世紀にわたって独自の成長を遂げたことへの着目を妨げてきた。 
第二に史料的側面では、近年、琉球政府文書（沖縄県公文書館所蔵）に基づく沖縄現代史の実

証研究がある程度定着したものの、史料論的な検討や沿革等の基礎的な制度史的事実の考証が
少ないため、なお散発的・断片的な利用にとどまっている。 
このような状況に対して、川手摂『戦後琉球の公務員制度史』（東京大学出版会、2012 年）が

琉球政府の人事制度について初めて基礎データから実態を解明しており、注目される。本書の刊
行によって、行政・立法・司法・警察などの機能を併せ持つ琉球政府の全体像を解明するには、
それぞれの政治的機能や行政領域に即した分析手法や、史料論をふまえた関係史料の体系的な
収集と利用が不可欠であることが、ますます明瞭になった。 
 
２．研究の目的 
 以上を背景としつつ、本研究課題の申請時に設定した研究目的は以下の通りである。 
① 琉球政府の政治的主体性を重視し、政治文化・行政文化上の歴史的固有性を明らかにする。 
② 研究に必要な琉球政府の史料体系の構築。とりわけアーカイブズ史料とオーラルヒストリ

ーの結合とその活用により、沖縄現代史の史料論を深化させる。 
このような課題に取り組むには、共同研究の態勢が不可欠である。そこで本研究では、歴史学・

社会学・政治学・アーカイブズ学の各分野から沖縄研究に取り組んでいる 4 名が研究組織を立ち
上げ、各自の従来の業績・関心分野に応じて、琉球政府の部局や行政領域を絞って検討を深める
こととした（「3．研究の方法」参照）。 
その際、各自の研究手法・関心のメリットを収斂させる枠組みとして「政治社会史」の視角を

設定した。4 名はいずれも、琉球政府が社会（地域社会や沖縄内外の運動団体）と具体的な接点
を持つ事例を研究してきた。また戦後の沖縄では、社会領域に関する個別の問題の解決にあたっ
ても、日米両政府や沖縄内外の諸組織・団体との連絡・交渉が不可欠であったことから、空間的
にも広い領域を検討する必要がある。以上から、上記①②の課題解明のためにも、政治と社会の
接点を探る政治社会史の観点から、戦後沖縄史の再構築を図ることを副次的な目的として設定
し、研究を進めた。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目的にしたがい、以下の点に留意して研究を進めた。 
 
（1） 戸邉秀明：研究の方法面での統括、及び教育・労働行政の分析を担当 
琉球政府文教局・労働局を対象として、1960 年代の本土留学・集団就職に関する行政実態の

解明を目指した。本土留学・集団就職は当時の日沖米三者の懸案でもあったため、琉球政府文書
を初めとして、比較的豊富な史料が存在する。ただし、米軍（米国民政府）・日本政府との渉外
や、文教局における中央教育委員会の果たした役割など、前提となる基礎的事実の解明が必要で
あるため、それらを含めて検討することとした。以上とともに、研究の全体的な統括のため、既
往の沖縄戦後史研究の方法面での検討や、他地域・他分野における関係文献の検討を担当した。 



 
（2） 高橋順子：行政活動を通じた女性の政治参加と政治的社会化に関する分析を担当 
日本本土から長く切り離され、米国の政治文化が強く導入された結果、戦後の沖縄では女性の

政治参加や行政による女性の活用の面で、日本本土とは異なる展開が見られた。そこで戦後沖縄
政治における女性の役割や対女性政策の観点から、琉球政府の特性の解明を目指した。課長クラ
スの官僚や立法院議員に登用・選出された女性数名に対象を絞り、彼女たちの出身諸団体との関
係から、行政と社会運動との接点を検証することとした。 
 
（3） 上地聡子：「日系二世通訳」の基礎的分析、及び初期復帰運動と琉球政府・米軍との関係
実態の分析を担当 
 占領者の圧倒的優位の下で作られた行政組織であるがゆえに、琉球政府では米軍・米国政府と
の渉外を担当する部署とその担当官はすこぶる重要な意味を持った。また対する米側の渉外担
当部局とその担当者が果たした役割も見逃せない。両者の関係と機能を分析することは、日米の
行政文化の混淆を具体的な人的関係に即して解明する端緒となる。そこでまず一方の「日系二世
通訳」や沖縄へ出向していた「ハワイ日系人」の存在に着目し、基礎的な事実の解明を目指した。 
 併せて、同分担者は沖縄系在米日系人による米（ハワイと米本土）－沖－日の人的ネットワー
クが沖縄の復帰運動を支えてきた経緯を追跡していることから、その視点を活かして、沖縄の内
外で展開された復帰運動が、琉球政府や米軍政府とどのような関係を築いたのか、一次史料の精
査から明らかにすることとした。 
 
（4） 高江洲昌哉：琉球政府を中心とした戦後沖縄の政治過程に関する史料論の深化を担当 
 琉球政府のアーカイブズ体系の範型を構築し、文書運用＝行政執行サイクルの実態解明を通
じて戦後沖縄の政治過程に関する史料論を深化させることを目指した。史料論の観点から琉球
政府の文書行政の実態を捉え、その政治主体としての特徴を検証する。なお、研究期間の後半か
ら、研究代表者を助けて、沖縄戦後史研究の方法面での検討についても担当した。 
 
４．研究成果 
（1） 調査の概要とそこで得られた史料の態様及び重要性は以下の通りである。 
 
① 戸邉秀明：沖縄県公文書館において、琉球政府文教局文書、とりわけ中央教育委員会関係の
議事録・関係文書、及び労働局の集団就職関係の文書の史料調査（閲覧及び複写による収集）を
集中的に実施した。併せてこれらの行政分野と対になると思われる同館所蔵の米国民政府文書
の調査を実施した。これらの分析をふまえて、米軍占領下の教育行政において、同委員会が政治
過程に果たした役割について研究を進めた。 
また米軍占領下で中学校教員として沖縄教職員会の運動並びに文化運動に、復帰後の沖縄県

では教育行政に、それぞれ携わってきた幸喜良秀氏ほか数名から、戦後沖縄の教育行政と運動と
の関係について聞き取りを行った。 
 
② 高橋順子：琉球政府の女性職員に関する調査を沖縄で実施した。まず沖縄県退職者会の複数
名からのヒアリング調査、元女性職員への聞き取り調査から始め、そのうち 3 名について、テー
プ起こしと編集を進めた。特に元職員・管理職の大城貴代子氏に対するインタビュー調査を複数
回実施したほか、同氏個人の所蔵資料についても調査を実施した。また沖縄県公文書館にて人事
委員会・官公労婦人部・婦人少年課などの人事関係の一次史料の調査を行い、沖縄県立図書館で
は元職員の手記等、関連する女性の著作について網羅的な調査を実施した。 
併せて沖縄戦後の復興処理の過程における地域行政と占領軍との関係について、沖縄本島中

部の事例をもとにした調査を実施した。これは地元の教育関係者の要請を受けた共同研究とし
て進められた。 
 
③ 上地聡子：まず沖縄県公文書館所蔵の米軍関係史料及び国立国会図書館憲政史料室所蔵のＧ
ＨＱ文書について予備調査を実施し、米国民政府の渉外担当者及び通訳官のリストアップ等を
進め、海外調査の準備を整えた。 
 その後、米国で複数回の史料調査を実施し、ハワイ大学、米国立公文書館記録局新館等で関係
史料の閲覧・複写を進めた。ハワイ大学では、日系紙『ハワイタイムス』等の新聞・雑誌を閲覧
して、関係する紙面・記事の複写を行い、基礎資料を整えた。米国立公文書館記録局新館では、
日系二世兵士に関係する文書群の調査・収集を実施した。特に日系二世を対象とした Military 
language School(MIS)関連資料の整理を進め、語学学校卒業生に関する分析に取り組んだ。 
 並行して行った沖縄調査では、沖縄県立図書館・沖縄県公文書館にて、敗戦直後沖縄に駐留し
た二世の再訪問に関する調査を実施したほか、湧川清栄文書（沖縄県公文書館蔵）を中心に、沖
縄に駐在しているハワイ一世・二世と沖縄民政府との関係を示す記録の収集・整理を進めた。 
その他、大阪の関西沖縄文庫等で、ＧＨＱ占領下の関西における沖縄人組織と地方行政との関

係について調査を実施した。 
 
④ 高江洲昌哉：沖縄の中央政治については、沖縄県議会史事務局の助力を得て、琉球政府立法



院における法案採決等の決定過程に関して、当時の担当者から聞き取りを実施した。同時に、琉
球政府における公文書類作成のための様式に関する文書学的研究を進めるため、沖縄県公文書
館において琉球政府成立前後の文書に関する閲覧・分析を進めた。 
 市町村レベルについては、『南風原町議会史』の編纂で以前から関係のあった南風原町の町議
会議員（元職含む）数名に対して、町議会における文書作成過程並びに琉球政府・県庁との関係
について、聞き取りを実施した。また沖縄本島内の市町村政との比較を念頭に、離島である南大
東村にて米軍統治時代の元議員への聞き取りや個人所蔵の関連資料について調査を実施した。 
 
（2） 分析結果の公表その他の実施事業、及びその成果の位置づけについては、以下の通りであ
る。 
 
① 沖縄現代史の方法論に関する検討 
 戸邉秀明は、沖縄の戦後政治史に関する新しい研究の動向（鳥山淳・森宣雄・若林千代の研究
を指す）とその意義について分析し、本研究が目指す政治社会史的観点に近い関心でアプローチ
している研究として捉え、学会における口頭報告で発表した。また、琉球政府を中心とする沖縄
戦後史研究の軌跡に関する史学史的分析について、鹿野政直の沖縄戦後史研究を検討した論文
を、戸邉が編集（他の 3 名と共編）した図書で発表し、鹿野の研究手法の有用性と意義について
明らかにした。 
 高江洲昌哉は、社会史・歴史社会学における研究動向に関する検討を担当し、その分析にもと
づく複数の口頭報告、あるいはコメントを行った。それらに共通するのは、沖縄現代史を検討す
る際に必須であるにもかかわらず、政治史において従来概ね軽視されてきた島嶼性の観点につ
いての問題提起である。 
 
② 各分析領域に関する成果発表 
 高橋順子は、琉球政府の女性職員に関する研究成果を、日本社会学会や沖縄文化協会等、複数
の学会における口頭報告で発表している。そこでは第一に、女性職員の数的動向、職務等につい
て、全体の趨勢を明らかにした。第二に、当事者へのインタビューをもとにして、男性職員を対
象としては浮かびあがらない職務分担の実態が明らかとなった。第三に、占領下における彼女た
ちの職員組合での活動や、関係する女性団体との連絡など、日々の取り組みが、復帰運動さらに
は復帰後の女性運動をも牽引していく素地を作った経緯を明らかにした。 
 なお高橋は、沖縄戦直後の復興処理に関する地域行政と占領軍との関係について、沖縄の学校
教員と共同で調査を進め、沖縄で研究報告会を主催するなど、研究成果の地域還元に努め、沖縄
県内の自治体史編纂機関や学校教育の関係者などと連携する機会を作った。その成果は、地元紙
で報道され、注目された。 
 上地聡子は、高橋と合同で、沖縄占領に果たした日系二世兵士の役割について、沖縄文化協会
で発表した。また敗戦直後、ハワイから沖縄・日本へ移動した二世（軍属・民間人）の記事を『ハ
ワイタイムス』から収集・整理し、彼らの移動経路についてまとめた成果を、沖縄文化協会にて
口頭で報告した。また復帰運動をめぐる 1950 年代初頭の沖縄の政治主体の構想について、韓国
での国際ワークショップ並びに翰林大学校日本学研究所主催の国際シンポジウムにて発表した。
またそれをもとに英文論文・日本語論文を執筆・発表した。 
 高江洲昌哉は、米軍統治期の沖縄における政治主体の形成に関する特質と島嶼性との関連に
ついて、主に南大東島への調査をもとに韓国でのワークショップで発表した。その際、現地調査
にもとづく復帰運動と土地所有権獲得運動との関連などについて具体的に検討して、韓国とり
わけ済州島など韓国の島嶼性との比較研究の視座を提起した。 
 
③ 沖縄における若手研究者を招聘した研究会の開催 
 関連する研究に従事する沖縄在住の若手研究者を招聘して研究会を実施し、本研究課題の可
能性について、より深く検討する機会を得た。秋山道宏氏には、沖縄返還前後における琉球政府
の対米軍・基地所在自治体との折衝過程や開発政策への取り組みに関する報告をいただいた上
で、コメントと討論を行った。土井智義氏には、琉球政府の出入国管理政策の推移に関して報告
をいただき、米軍政府や日本政府との交渉過程の実態など、今後の検討課題について議論を深め
ることができた。両氏とも直近に提出された博士論文をもとに、新たな政治社会史の視角を提示
しており、有益な知見を得ることができた。 
 
（3） 今後の課題と展望については、以下の通りである。 
 研究期間に収集を終えながら、なお整理・分析を進めている史料や聞き取り記録が相当数ある。
また分析結果についても、途中経過の段階で複数の学会発表によって成果を公表しているもの
の、投稿論文の採用・発表に至っていないものがある。これらについて、あらためて研究代表者・
分担者間で情報を共有しつつ、収集史料の分析を進め、よりいっそうの成果公開につなげたい。 
 また研究代表者が、研究期間の後半に勤務校の役職に就いて多忙を極めたため、全体の統括に
時間を割くことができなかった。そのため、当初予定していたように、4 名が個々に担当した領
域の分析から得られた知見を総合して、琉球政府像を刷新する全体像の提示には至らなかった。 
 そのため、さらに高次の目標として掲げた、ａ．琉球政府研究における文書・史料論的な分析



方法の標準化による研究知見の普及並びに今後の研究計画の大規模化、ｂ．他地域及び他の学問
分野における政治社会史・行政文化論に関する研究との比較検討を念頭においた研究、といった
議論にはふみこめなかった。代表者が担当した方法論的な検討において若干、予備的な検討を行
ったものの、これらは今後の課題として残ってしまったのが実態である。ただし、研究代表者と
分担者の間で、この間の研究期間に培われた協働の関係は持続しており、今後の連携によって、
このような点についても検討を深め、次の研究計画につなげていきたい。 
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